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第５８号議案 

 

令和６年度草加市一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加市一般会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第５９号議案 

 

令和６年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算

の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６０号議案 

 

令和６年度草加市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加市駐車場事業特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６１号議案 

 

令和６年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見

を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６２号議案 

 

令和６年度草加市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加市国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６３号議案 

 

令和６年度草加市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加市介護保険特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６４号議案 

 

令和６年度草加市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令和６年度草

加市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６５号議案 

 

令和６年度草加市水道事業決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年

度草加市水道事業決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６６号議案 

 

令和６年度草加市立病院事業決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年

度草加市立病院事業決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第６７号議案 

 

令和６年度草加市公共下水道事業決算の認定について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、令和６年

度草加市公共下水道事業決算を別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 

 

 



 - 20 - 
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第７５号議案 

 

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 

 職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとす

る。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

草加市長 瀨 戸 百合子    
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提  案  理  由 
                

                

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、部分休業の取得形態の多様化

に伴う規定の整備を行うとともに、人事院規則の一部改正に鑑み、育児に係る両立支援制

度に関し任命権者が講じる措置を定める必要を認めた。 

 これがこの条例案を提出する理由である。 
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職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第１１号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び第

５項」に、「同法」を「育児休業法」に改める。 

 第６条の２中「及び勤務日ごとの勤務時間」及び「（以下「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）」を削り、「除く」の次に「。次条において同じ」を加える。 

 第７条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項中「部分

休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業をいう。以下同じ。）の承認

は、正規の勤務時間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条

において同じ。）にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め

又は終わりにおいて」を「育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求す

る同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は」に

改め、同条第２項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第３項中「部分

休業」を「第１号部分休業」に、「休暇又は時間」を「育児時間又は介護時間」に、

「当該減じた時間を」を「当該時間を」に、「当該減じた時間の」を「当該育児時間

又は介護時間の」に改め、同条の次に次の４条を加える。 

 （第２号部分休業の承認） 

第７条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項

に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位

として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該

各号に定める時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、

当該勤務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間

数の全てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

 （育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 
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第７条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日

から翌年の３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定

める時間） 

第７条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準とし

て条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時

間とする。 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得

た時間 

 （育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第７条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷

又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定に

よる申出時に予測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規

定による変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就

学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情と

する。 

 第８条第１項中「部分休業」を「育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業」

に改める。 

 第９条を次のように改める。 

 （部分休業の承認の取消事由） 

第９条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法第５条第２項の条例

で定める事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

（草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１６年条例第３６号）

の一部を次のように改正する。 

 第１６条第１項中「第１８条の２第１項」を「第１８条の３第１項」に改める。 

 第１８条の３を第１８条の４とする。 

 第１８条の２第１項中「申告、請求又は申出（次条において「請求等」という。）」

を「請求等」に改め、同条を第１８条の３とする。 
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 第１８条の次に次の１条を加える。 

 （妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１８条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第１１

号）第１０条第１項の措置を講ずるに当たっては、同項の規定による申出をした職

員（以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じ

なければならない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両

立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」という。）に係る

申出職員の意向を確認するための措置 

⑶ 職員の育児休業等に関する条例第１０条第１項の規定による申出に係る子の心身

の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後

に発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障と

なる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職

員」という。）に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両

立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状

況に起因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両

立の支障となる事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取

扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

 （現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 現業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３７年条例第１３号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条中「この条例において「現業職員」とは、一般職に属する職員」を「この条
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例は、現業職員」に、「をいう」を「に適用する」に改める。 

 第３条の２中「職員」を「現業職員」に改める。 

 第４条第１項中「草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１６年

条例第３６号）第１７条の規定による組合休暇」を「組合休暇（現業職員が任命権者

の承認を得て登録された職員団体の業務又は活動に従事する期間における休暇をい

う。）」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 現業職員が部分休業（当該現業職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務しないことをいう。）、介護休

暇（当該現業職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他

市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢により市長が指定する期間にわたり日常生

活を営むのに支障があるものをいう。以下この項において同じ。）の介護をするた

め、任命権者が、現業職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とす

る一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内

で指定する期間（以下この項において「指定期間」という。）内において勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該

現業職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする一

の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複

する期間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合に

は、前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

 第４条の２（見出しを含む。）中「職員」を「現業職員」に改める。 

 第４条の３の見出し中「職員」を「現業職員」に改め、同条中「職員には」を「現

業職員には」に改める。 

 （草加市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第４条 草加市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年条例第

１６号）の一部を次のように改正する。 

  第１５条第２項中「一部を」を「全部又は一部を」に改める。 

 （草加市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 
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第５条 草加市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１４年条例第

４７号）の一部を次のように改正する。 

  第１７条第２項中「一部を」を「全部又は一部を」に改める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２項第

２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日から令和８年３月３１日までの間

に部分休業の承認の請求をする場合における第１条の規定による改正後の職員の育児

休業等に関する条例第７条の４の規定の適用については、同条第１号中「７７時間３

０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるのは「５」と

する。 
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  参  考  資  料                                                         

 

職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例の新旧対照表 

 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

旧 新 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１

項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条並びに第１９

条第１項及び第２項の規定に基づき、並びに同法を実施するた

め、職員の育児休業等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（部分休業をすることができない職員） 

第６条の２ 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤

務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して規則で定める

非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第２２条の４第１項

に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短

時間勤務職員」という。）を除く。）とする。 

（部分休業の承認） 

第７条 部分休業（育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業

をいう。以下同じ。）の承認は、正規の勤務時間（非常勤職員（定

年前再任用短時間勤務職員を除く。以下この条において同じ。）

にあっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１

項、第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条並びに第１９

条第１項から第３項まで及び第５項の規定に基づき、並びに育児

休業法を実施するため、職員の育児休業等に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（部分休業をすることができない職員） 

第６条の２ 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、勤

務日の日数を考慮して規則で定める非常勤職員以外の非常勤職

員（地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員を除く。次条において同じ。）とする。 

 

（第１号部分休業の承認） 

第７条 育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求

する同条第１項に規定する部分休業（以下「第１号部分休業」と

いう。）の承認は、３０分を単位として行うものとする。 
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め又は終わりにおいて、３０分を単位として行うものとする。 

２ 草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１６

年条例第３６号）第１５条第２項第８号の規定による特別休暇又

は同条例第１６条の２第１項の規定による介護時間の承認を受

けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する部分休業の

承認については、１日につき２時間から当該特別休暇又は当該介

護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超えない

範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する部分休業の承認については、１日につき、

当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間から５

時間４５分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員が規

則で定める休暇又は時間の承認を受けて勤務しない場合にあっ

ては、当該減じた時間を超えない範囲内で、かつ、２時間から当

該減じた時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超

えない範囲内）で行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１６

年条例第３６号）第１５条第２項第８号の規定による特別休暇又

は同条例第１６条の２第１項の規定による介護時間の承認を受

けて勤務しない職員（非常勤職員を除く。）に対する第１号部分

休業の承認については、１日につき２時間から当該特別休暇又は

当該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間を超

えない範囲内で行うものとする。 

３ 非常勤職員に対する第１号部分休業の承認については、１日に

つき、当該非常勤職員について１日につき定められた勤務時間か

ら５時間４５分を減じた時間を超えない範囲内（当該非常勤職員

が規則で定める育児時間又は介護時間の承認を受けて勤務しな

い場合にあっては、当該時間を超えない範囲内で、かつ、２時間

から当該育児時間又は介護時間の承認を受けて勤務しない時間

を減じた時間を超えない範囲内）で行うものとする。 

（第２号部分休業の承認） 

第７条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で

請求する同条第１項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」

という。）の承認は、１時間を単位として行うものとする。ただ

し、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定め

る時間数の第２号部分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間

がある場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求

があったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合
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（部分休業をする職員の給与） 

第８条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与

条例第１７条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につ

き、給与条例第１６条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減

であって、当該残時間数の全てについて承認の請求があったと

き 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第７条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期

間は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間

を基準として条例で定める時間） 

第７条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定

める時間を基準として条例で定める時間は、次の各号に掲げる職

員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時

間数に１０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第７条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事

情は、配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居

したことその他の同条第２項の規定による申出時に予測するこ

とができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定に

よる変更（以下「第３項変更」という。）をしなければ同項の職

員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育に著しい支障が

生じると任命権者が認める事情とする。 

（部分休業をする職員の給与） 

第８条 職員が育児休業法第１９条第１項に規定する部分休業の

承認を受けて勤務しない場合には、給与条例第１７条の規定にか

かわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例第１６条に規
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額して給与を支給する。 

２ 条文略 

（部分休業の承認の取消事由） 

第９条 第５条の規定は、部分休業について準用する。 

定する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ 条文略 

（部分休業の承認の取消事由） 

第９条 育児休業法第１９条第６項において準用する育児休業法

第５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をしたと 

    きとする。 

 

（草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

旧 新 

 （介護休暇） 

第１６条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項におい

て同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者（第

１８条の２第１項において「配偶者等」という。）で負傷、疾病

又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに

支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権

者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とする。 

２ 条文略 

３ 条文略 

第１８条 条文略 

 （介護休暇） 

第１６条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項におい

て同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者（第

１８条の３第１項において「配偶者等」という。）で負傷、疾病

又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに

支障があるものをいう。以下同じ。）の介護をするため、任命権

者が、規則の定めるところにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回

を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間

（以下「指定期間」という。）内において勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇とする。 

２ 条文略 

３ 条文略 

第１８条 条文略 
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（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認

等） 

第１８条の２ 任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成

４年条例第１１号）第１０条第１項の措置を講ずるに当たって

は、同項の規定による申出をした職員（以下この項において「申

出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

において「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるための措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」

という。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

⑶ 職員の育児休業等に関する条例第１０条第１項の規定によ

る申出に係る子の心身の状況又は育児に関する申出職員の家

庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生し、又は発生

することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障と

なる事情の改善に資する事項に係る申出職員の意向を確認す

るための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項に

おいて「対象職員」という。）に対して、規則で定める期間内に、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号

において「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確
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（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向

確認等） 

第１８条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び

次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次

条において「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認す

るための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 条文略 

（勤務環境の整備に関する措置） 

認するための措置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関す

る対象職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生すること

が予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情

の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための

措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を

確認した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければ

ならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向

確認等） 

第１８条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必

要とする状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対し

て、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び

次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を

知らせるとともに、介護両立支援制度等の請求等に係る当該職員

の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければなら

ない。 

２ 条文略 

（勤務環境の整備に関する措置） 

 第１８条の３ 条文略  第１８条の４ 条文略 

 

（現業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

旧 新 
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 （適用職員の範囲） 

第２条 この条例において「現業職員」とは、一般職に属する職員

で次の各号の一に掲げる者の行う労務を行うもののうち技術者、

監督者及び行政事務を担当する者以外の者をいう。 

⑴ 条文略 

 ～   ～  

⑸ 条文略 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第３条の２ 前条第１項に規定する扶養手当については、地方公務

員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により

採用された職員で同法第２２条の４第１項に規定する短時間勤

務の職を占めるものには適用しない。 

（給与の減額） 

第４条 現業職員が勤務しないときは、休日である場合、休暇によ

る場合その他その勤務しないことにつき特に任命権者の承認が

あった場合（草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例

（平成１６年条例第３６号）第１７条の規定による組合休暇の許

可を受けた場合を除く。）を除くほか、その勤務しない１時間に

つき、勤務１時間当たりの給料を減額した給与を支給する。 

 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期（非常勤職

員（地方公務員法第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員を除く。以下この項において同じ。）にあっては、

３歳）に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部

（２時間（非常勤職員にあっては、正規の勤務時間から５時間４

 （適用職員の範囲） 

第２条 この条例は、現業職員で次の各号の一に掲げる者の行う労

務を行うもののうち技術者、監督者及び行政事務を担当する者以

外の者に適用する。 

⑴ 条文略 

 ～   ～  

⑸ 条文略 

（定年前再任用短時間勤務職員についての適用除外） 

第３条の２ 前条第１項に規定する扶養手当については、地方公務

員法第２２条の４第１項又は第２２条の５第１項の規定により

採用された現業職員で同法第２２条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるものには適用しない。 

（給与の減額） 

第４条 現業職員が勤務しないときは、休日である場合、休暇によ

る場合その他その勤務しないことにつき特に任命権者の承認が

あった場合（組合休暇（現業職員が任命権者の承認を得て登録さ

れた職員団体の業務又は活動に従事する期間における休暇をい

う。）の許可を受けた場合を除く。）を除くほか、その勤務しな

い１時間につき、勤務１時間当たりの給料を減額した給与を支給

する。 

２ 現業職員が部分休業（当該現業職員がその小学校就学の始期に

達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部

を勤務しないことをいう。）、介護休暇（当該現業職員が要介護

者（配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父
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５分を減じた時間）を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務し

ないことをいう。）、草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関

する条例第１６条の規定による介護休暇又は同条例第１６条の

２の規定による介護時間の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時

間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（育児休業の承認を受けた職員の給与） 

第４条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第２条第１項の承認を受けた職員には、育児休業を

している期間については、給与を支給しない。ただし、期末手当

及び勤勉手当については、この限りでない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた職員の給与） 

第４条の３ 草加市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７

年条例第３号）第２条の承認を受けた職員には、配偶者同行休業 

母その他市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢により市長が指

定する期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。

以下この項において同じ。）の介護をするため、任命権者が、現

業職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を

超えない範囲内で指定する期間（以下この項において「指定期間」

という。）内において勤務しないことが相当であると認められる

場合における休暇をいう。）又は介護時間（当該現業職員が要介

護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護を必要とする

一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に

係る指定期間と重複する期間を除く。）内において１日の勤務時

間の一部につき勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、勤務１時

間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

（育児休業の承認を受けた現業職員の給与） 

第４条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第２条第１項の承認を受けた現業職員には、育児休

業をしている期間については、給与を支給しない。ただし、期末

手当及び勤勉手当については、この限りでない。 

（配偶者同行休業の承認を受けた現業職員の給与） 

第４条の３ 草加市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７

年条例第３号）第２条の承認を受けた現業職員には、配偶者同行 

  をしている期間については、給与を支給しない。   休業をしている期間については、給与を支給しない。 
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（草加市水道事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

旧 新 

 （給与の減額） 

第１５条 条文略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと

をいう。）、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他市長が指定す

る者で負傷、疾病又は老齢により市長が指定する期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の介護を

するため、市長が指定するところにより、職員の申出に基づき、

要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごと

に、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定

する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しないこ

とが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又は介

護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々

が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年

の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除く。）

内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当

であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受けて

勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務しない

１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給 

 （給与の減額） 

第１５条 条文略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務し

ないことをいう。）、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他市長が

指定する者で負傷、疾病又は老齢により市長が指定する期間にわ

たり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の

介護をするため、市長が指定するところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で

指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又

は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する

３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受

けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務し

ない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を 

  する。   支給する。 
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（草加市病院事業企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

旧 新 

 （給与の減額） 

第１７条 条文略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため１日の勤務時間の一部を勤務しないこと

をいう。）、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届出をし

ないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項

において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定

する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわた

り日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）の介

護をするため、管理者が指定するところにより、職員の申出に基

づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態

ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で

指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）又

は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護者の

各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する

３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間を除

く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承認を受

けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤務し

ない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を 

 （給与の減額） 

第１７条 条文略 

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達するま

での子を養育するため１日の勤務時間の全部又は一部を勤務し

ないことをいう。）、介護休暇（当該職員が要介護者（配偶者（届

出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他管理者

が指定する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間

にわたり日常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）

の介護をするため、管理者が指定するところにより、職員の申出

に基づき、要介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する

状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲

内で指定する期間（以下「指定期間」という。）内において勤務

しないことが相当であると認められる場合における休暇をい

う。）又は介護時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要

介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状態ごとに、

連続する３年の期間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期

間を除く。）内において１日の勤務時間の一部につき勤務しない

ことが相当であると認められる場合における休暇をいう。）の承

認を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して 

  支給する。   給与を支給する。 
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第７６号議案 

 

草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例の

制定について 

 

 草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

するものとする。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子    
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提  案  理  由 
                

                

 埼玉県の重度心身障害者医療費支給事業補助金交付要綱の一部改正に鑑み、支給対象者

の範囲を拡大する必要を認めた。 

 これがこの条例案を提出する理由である。 
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   草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例（昭和５１年条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

 第２条第１項に次の１号を加える。 

⑹ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に定める精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けた者又は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手帳を所持していない

者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に定める２級

の障害を有するもの 

 第２条に次の１項を加える。 

５ この条例において「精神通院医療費」とは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５８条の規定により公費負担

された医療費（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号の精神通院医療（以下「精神通院医

療」という。）に係るものに限る。）の自己負担分（高齢者の医療の確保に関する法

律の規定による後期高齢者医療の被保険者で、精神通院医療に該当する医療費を自己

負担したが公費負担が発生しなかった場合もこれに含む。）をいう。 

 第３条第１項第１号ア中「含む」を「を含む」に改め、「（平成１７年法律第１２３

号）」を削る。 

 第４条第１項中「第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年

法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金」

を「次に掲げるもの」に改め、同項に次の各号を加える。 

⑴ 第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年法律第２０

５号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一部負担金 

⑵ 第２条第１項第６号に規定する重度心身障害者に係る精神通院医療費以外の一部

負担金 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から
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施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の第２条第１項第６号に該当する重度心身障害者に係る受給資

格の登録その他の準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 
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  参  考  資  料                                                         

 

草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例の一部を改正する条例の新旧対照表 

 

旧 新 

 （定義） 

第２条 条文略 

 ⑴ 条文略 

 ～   ～  

 ⑸ 条文略 

 

 

 

 

 

２ 条文略 

～   ～  

４ 条文略 

 

 

 

 

 

 

 （定義） 

第２条 条文略 

 ⑴ 条文略 

 ～   ～  

 ⑸ 条文略 

 ⑹ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に定める精神障

害者保健福祉手帳の交付を受けた者又は特別の理由により当

該精神障害者保健福祉手帳を所持していない者で、精神保健及

び精神障害者福祉に関する法律施行令第６条第３項に定める

２級の障害を有するもの 

２ 条文略 

～   ～  

４ 条文略 

５ この条例において「精神通院医療費」とは、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）第５８条の規定により公費負担された医療費（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令

（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号の精神通院医療

（以下「精神通院医療」という。）に係るものに限る。）の自己
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（対象者） 

第３条 条文略 

⑴ 条文略 

ア 他の市町村（特別区含む。以下同じ。）から障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第２９条第１項又は第３０条第１項の規

定による指定障害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サ

ービスに対する入所による介護給付費、訓練等給付費、特例

介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を受けている者 

イ 条文略 

  ～   ～  

コ 条文略 

⑵ 条文略 

～   ～  

⒀ 条文略 

２ 条文略 

（医療費助成金） 

第４条 市は、対象者に係る医療の一部負担金（第２条第１項第３

号に規定する重度心身障害者が医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第７条第２項第１号に規定する精神病床に入院したときの一

部負担金を除く。）について対象者に助成金を支給（以下「医療

費助成」という。）するものとする。ただし、対象者の責め（税

負担分（高齢者の医療の確保に関する法律の規定による後期高齢

者医療の被保険者で、精神通院医療に該当する医療費を自己負担

したが公費負担が発生しなかった場合もこれに含む。）をいう。 

（対象者） 

第３条 条文略 

⑴ 条文略 

ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）から障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２９

条第１項又は第３０条第１項の規定による指定障害福祉サ

ービス等又は基準該当障害福祉サービスに対する入所によ

る介護給付費、訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練

等給付費の支給を受けている者 

イ 条文略 

  ～   ～  

コ 条文略 

⑵ 条文略 

～   ～  

⒀ 条文略 

２ 条文略 

（医療費助成金） 

第４条 市は、対象者に係る医療の一部負担金（次に掲げるものを

除く。）について対象者に助成金を支給（以下「医療費助成」と

いう。）するものとする。ただし、対象者の責め（税の未申告等）

により過分の自己負担があるときは、その額につき助成金の対象

としない。 
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- 

の未申告等）により過分の自己負担があるときは、その額につき

助成金の対象としない。 

 

 

 

 

 

２ 条文略 

 

 

 ⑴ 第２条第１項第３号に規定する重度心身障害者が医療法（昭

和２３年法律第２０５号）第７条第２項第１号に規定する精神

病床に入院したときの一部負担金 

 ⑵ 第２条第１項第６号に規定する重度心身障害者に係る精神

通院医療費以外の一部負担金 

２ 条文略 

 ３ 条文略  ３ 条文略 
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第７７号議案 

 

   しんえい保育園耐震補強等工事請負契約の締結について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項の規定により一般競争入札に

付したしんえい保育園耐震補強等工事について、次のとおり請負契約を締結したいので、

同法第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（昭和３９年条例第１号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 契 約 の 目 的  しんえい保育園耐震補強等工事 

２ 契 約 の 方 法  一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額  ２２８，９３７，５００円 

           うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 

                 ２０，８１２，５００円 

４ 契約の相手方  埼玉県草加市瀬崎三丁目３０番１号 

          富士建設工業株式会社 

           代表取締役 並 木  守 

   

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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提  案  理  由 
                

                

 草加市立しんえい保育園の園舎の耐震補強等を行うことにより、保育環境の改善を図る

ため、本工事を施工する必要を認めた。 

 これがこの議案を提出する理由である。 
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  参  考  資  料  

 

入  札  結  果  表 

 

工 事 名  しんえい保育園耐震補強等工事 

公告年月日  令和７年５月８日 

開 札 日 時  令和７年６月６日 午前１０時１０分 

工   期  本契約締結の日から令和８年７月３１日まで 

                                  （単位 円） 

入 札 業 者 名 第１回 備考 

富士建設工業株式会社 208,125,000 落札 

笹沼建設株式会社 218,000,000  

株式会社高橋工務店 221,400,000  
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第７８号議案 

 

   固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 村上昌巳氏を固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 

 住  所  草加市○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

 

 氏  名    村
むら

 上
かみ

 昌
まさ

 巳
み

 

 

 生年月日  昭和○○年○月○○日            

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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提  案  理  由 
                

                

 固定資産評価審査委員会委員村上昌巳氏は、令和７年９月３０日をもって任期満了とな

るので、引き続き同氏を固定資産評価審査委員会委員に選任したく、地方税法第４２３条

第３項の規定により、議会の同意を求める。 

 これがこの議案を提出する理由である。 
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  参  考  資  料  

 

経      歴 

 

住  所  草加市○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

氏  名  村 上 昌 巳 

生年月日   昭和○○年○月○○日（○○歳） 

学  歴  昭和６３年 ３月  武蔵大学経済学部卒業 

職 歴 等  昭和６３年 ４月  東武不動産株式会社入社 

            昭和６３年１０月  宅地建物取引士登録 

      平成 ３年１１月   東武不動産株式会社退社 

平成 ３年１２月   株式会社村上不動産入社、現在に至る。 

平成１２年 ３月  公認 不動産コンサルティングマスター登録  

平成１４年 １月  社団法人草加青年会議所（現 公益社団法人草加青年

会議所）理事長に就任 

平成１４年１２月  同会議所理事長任期満了 

平成１５年１１月  株式会社村上不動産代表取締役に就任、現在に至る。 

            平成２０年１０月  賃貸不動産経営管理士登録 

平成２４年 ９月  草加市景観審議会委員に就任 

令和 ２年 ４月  公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉東支部専 

          務理事に就任、現在に至る。 

令和 ４年 ５月  草加市ふるさとまちづくり応援基金運営委員会委員に 

          就任、現在に至る。 

令和 ４年１０月  草加市固定資産評価審査委員会委員に就任、現在に至

る。 

令和 ５年 １月  草加市景観審議会委員任期満了 

令和 ７年 ４月  草加市上下水道事業運営審議会委員に就任、現在に至

る。 

令和 ７年 ７月  草加市都市計画審議会委員に就任、現在に至る。 

 



 

 

 

令  和  ７  年  

 

 

草加市議会９月定例会報告 
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第１９号報告 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子    
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専 決 処 分 書 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、議会の議決により指定された事項について専決処分する。 

 

   損害賠償の額を定めることについて 

 

 草加市は、草加市の管理瑕疵により生じた事故の損害賠償の額を次のとおり定めるもの

とする。 

 

１ 損害賠償の額  ６，３５０円 

          内訳 人身損害賠償の額 ６，３５０円 

             （全国市長会学校災害賠償補償保険により全額補填） 

２ 損害賠償の相手方 

  住 所  草加市○○○○○○○○○○○○ 

  氏 名  ○○○○○○○ 

３ 事故の概要 

  令和７年４月８日午前１１時５０分頃、草加市瀬崎五丁目３番１号の草加市立瀬崎中

学校において、校庭に設置した祝電ボードが強風で倒れて○○○○○氏に当たり、同氏

が負傷した。 
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専 決 処 分 理 由 

 

 草加市立瀬崎中学校において発生した事故に対し、その損害を賠償する必要を認めた。 

 したがって、地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会の議決により指定された

事項について専決処分する。 

 

   令和７年７月３日 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子     
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第２０号報告 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子    
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専 決 処 分 書 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、議会の議決により指定された事項について専決処分する。 

 

   損害賠償の額を定めることについて 

 

 草加市は、公園の管理瑕疵により生じた事故の損害賠償の額を次のとおり定めるものと

する。 

 

１ 損害賠償の額  ７５，０００円 

          内訳 人身損害賠償の額 ７５，０００円 

             （全国市長会市民総合賠償補償保険により全額補填） 

２ 損害賠償の相手方 

  住 所  草加市○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ 

  氏 名      ○○○○○○○ 

       親権者 ○○○○○○○ 

３ 事故の概要 

  令和５年３月１９日午後３時頃、草加市新栄二丁目３５番の新栄中央公園において、

○○○○さんが遊具から落下した際、地中から突出していた石に接触し、○○○○さん

が負傷した。 



 

 

- 7 - 

専 決 処 分 理 由 

 

 新栄中央公園において発生した事故に対し、その損害を賠償する必要を認めた。 

 したがって、地方自治法第１８０条第１項の規定により、議会の議決により指定された

事項について専決処分する。 

 

   令和７年８月２１日 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子     
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第２１号報告 

 

令和６年度健全化判断比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の

規定により、令和６年度健全化判断比率を別添監査委員の意見を付けて、次のとおり報告

する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子    
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令和６年度健全化判断比率 

 

                                                               （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

－ 

（ １１．２７ ） 

－ 

（ １６．２７ ） 

５．４ 

（ ２５．０ ） 

３０．２ 

（  ３５０．０  ） 

 （注） 

  １ 健全化判断比率が負数（黒字）の場合は「－」で表示 

  ２ 実質赤字比率の実数値は△９．３９％ 

  ３ 連結実質赤字比率の実数値は△２４．１９％ 

  ４ 括弧内の数値は、早期健全化基準を記載 

    ５ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は小数点第３位以下を切捨て、実質公債費比

率及び将来負担比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２２号報告 

 

令和６年度草加市水道事業会計資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度草加市水道事業会計資金不足比率を別添監査委員の意見を付け

て、次のとおり報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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令和６年度草加市水道事業会計資金不足比率 

                           

 資金不足比率（％） 備 考 

－
 

（ ２０．０ ）
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第１号の

規定により事業の規模を算定 

  （注） 

   １ 資金不足比率が負数（剰余）の場合は「－」で表示 

   ２ 実数値は△１０４．０％ 

   ３ 括弧内の数値は、経営健全化基準を記載 

     ４ 資金不足比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２３号報告  

 

令和６年度草加市立病院事業会計資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度草加市立病院事業会計資金不足比率を別添監査委員の意見を付

けて、次のとおり報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 

 

 



- 14 - 

令和６年度草加市立病院事業会計資金不足比率 

                           

 資金不足比率（％） 備 考 

－
 

（ ２０．０ ）
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第１号の

規定により事業の規模を算定 

   （注） 

   １ 資金不足比率が負数（剰余）の場合は「－」で表示 

   ２ 実数値は△８．３％ 

   ３ 括弧内の数値は、経営健全化基準を記載 

     ４ 資金不足比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２４号報告 

 

令和６年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計資金不足比率

の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計資金不足比率

を別添監査委員の意見を付けて、次のとおり報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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令和６年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計資金不足比率 

                           

 資金不足比率（％） 備 考 

－
 

（ ２０．０ ）
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第４号の

規定により事業の規模を算定 

    （注） 

   １ 資金不足比率が負数（剰余）の場合は「－」で表示 

   ２ 資金の不足額及び剰余額はなし 

   ３ 括弧内の数値は、経営健全化基準を記載 

     ４ 資金不足比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２５号報告 

 

令和６年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計資金不

足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計資金不

足比率を別添監査委員の意見を付けて、次のとおり報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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令和６年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計資金不足比率 

                           

 資金不足比率（％） 備 考 

－
 

（ ２０．０ ）
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第４号の

規定により事業の規模を算定 

    （注） 

   １ 資金不足比率が負数（剰余）の場合は「－」で表示 

   ２ 資金の不足額及び剰余額はなし 

   ３ 括弧内の数値は、経営健全化基準を記載 

     ４ 資金不足比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２６号報告 

 

   令和６年度草加市公共下水道事業会計資金不足比率の報告について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度草加市公共下水道事業会計資金不足比率を別添監査委員の意見

を付けて、次のとおり報告する。 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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令和６年度草加市公共下水道事業会計資金不足比率 

                           

 資金不足比率（％） 備 考 

－
 

（ ２０．０ ）
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令

（平成１９年政令第３９７号）第１７条第１号の

規定により事業の規模を算定 

  （注） 

   １ 資金不足比率が負数（剰余）の場合は「－」で表示 

   ２ 実数値は△６５．６％ 

   ３ 括弧内の数値は、経営健全化基準を記載 

     ４ 資金不足比率は小数点第２位以下を切捨て 
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第２７号報告 

 

アコス株式会社第３６期事業計画及び事業収支予算書の提出について 

 

 アコス株式会社第３６期事業計画及び事業収支予算書について、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、次のとおり提出する。 

 

   アコス株式会社第３６期事業計画及び事業収支予算書 別添 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 
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第２８号報告  

 

アコス株式会社第３５期事業報告書の提出について 

 

 アコス株式会社第３５期事業報告書について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４３条の３第２項の規定により、次のとおり提出する。 

 

   アコス株式会社第３５期事業報告書 別添 

 

   令和７年９月４日提出 

 

                         草加市長 瀨 戸 百合子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


